
（特定地域整備等勘定）

財務諸表

平成３０事業年度



（特定地域整備等勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 3,807,489,720

林道割賦売掛金 10,513,152,154

特定地域整備割賦売掛金 1,465,002,227

農用地整備割賦売掛金 11,591,351,273

前払費用 554,665

未収収益 25,027,394

未収入金 1,228

27,402,578,661

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 11,600,004

減価償却累計額 △ 5,547,968 6,052,036

構築物 27,578,037

減価償却累計額 △ 14,644,791 12,933,246

工具器具備品 18,976,911

減価償却累計額 △ 17,220,375 1,756,536

土地 535,032,000

有形固定資産合計 555,773,818

２ 無形固定資産

ソフトウェア 3,788,499

電話加入権 368,000

無形固定資産合計 4,156,499

３ 投資その他の資産

長期貸付金 4,000,000

敷金・保証金 14,052,153

投資その他の資産合計 18,052,153

577,982,470

27,980,561,131資産合計

貸　借　対　照　表

（平成３１年３月３１日）

       流動資産合計

固定資産合計



負債の部

Ⅰ 流動負債

預り補助金等 703,258,227

一年内償還予定森林研究・整備機構債券 1,600,000,000

　債券発行差額（－） △ 24,000 1,599,976,000

短期借入金 5,963,705,000

リース債務（短期） 166,796

未払金 201,941,059

未払費用 15,527,337

未払消費税等 153,596

預り金 938,714

8,485,666,729

Ⅱ 固定負債

資産見返負債

　資産見返補助金等 6,830,966 6,830,966

長期借入金 14,320,493,000

リース債務（長期） 627,723

引当金

退職給付引当金 1,514,572,128 1,514,572,128

15,842,523,817

24,328,190,546

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 1,334,285,914

1,334,285,914

Ⅱ 資本剰余金

減資差益 30,200,001

30,200,001

Ⅲ 利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金 1,886,300,007

積立金 280,824,273

当期未処分利益 120,760,390

（うち当期総利益 120,760,390 ）

2,287,884,670

3,652,370,585

27,980,561,131

         純資産合計

負債純資産合計

利益剰余金合計

固定負債合計

負債合計

資本剰余金合計

資本金合計

流動負債合計



（特定地域整備等勘定） （単位：円）

経常費用

一般管理費

人件費 149,151,218

退職給付費用 15,672,129

減価償却費 4,433,675

賃借料 15,324,056

消耗備品費 900,854

諸経費 12,520,828

その他一般管理費 9,085,775 207,088,535

財務費用

支払利息 3,086

借入金利息 412,226,640

債券利息 53,238,356

債券発行費 373,482 465,841,564

雑損 4,420,330

677,350,429

経常収益

割賦利息収入 581,595,965

国庫補助金等収益 54,621,745

資産見返負債戻入

資産見返補助金等戻入 1,084,473 1,084,473

財務収益

受取利息 22 22

雑益 8,452,005

645,754,210

△ 31,596,219

当期純利益（△当期純損失） △ 31,596,219

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 152,356,609

当期総利益 120,760,390

損　益　計　算　書

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

経常費用合計

経常収益合計

経常損益



（特定地域整備等勘定）

（単位：円）

Ⅰ

人件費支出 △ 228,222,074

その他の業務支出 △ 44,511,841

消費税による支出 △ 2,089,912

政府交付金収入 91,954,000

林道事業収入 2,684,521,541

特定地域等整備等事業収入 5,799,827,571

　　　　小計 8,301,479,285

利息の受取額 593,560,980

利息の支払額 △ 494,451,735

8,400,588,530

Ⅱ

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 2,505,600

貸付金の回収による収入 2,800,000

294,400

Ⅲ

短期借入れによる収入 2,200,000,000

短期借入金の返済による支出 △ 2,200,000,000

債券の償還による支出 △ 1,800,000,000

長期借入れによる収入 810,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 7,485,317,000

リース債務の返済による支出 △ 57,244

△ 8,475,374,244

Ⅳ 資金増加額又は減少額（△） △ 74,491,314

Ⅴ 資金期首残高 3,881,981,034

Ⅵ 資金期末残高 3,807,489,720

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



（特定地域整備等勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 120,760,390

当期総利益 120,760,390

Ⅱ 利益処分額

積立金 120,760,390 120,760,390

利益の処分に関する書類



（特定地域整備等勘定） （単位：円）

Ⅰ

（１）

207,088,535

465,841,564

4,420,330 677,350,429

（２）

△581,595,965

△22

△8,452,005 △590,047,992

業務費用合計 87,302,437

Ⅱ 損益外減価償却相当額 0

Ⅲ 損益外減損損失相当額 0

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 0

Ⅴ 引当外賞与見積額 △ 303,633

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 △ 51,760,409

Ⅶ

0

2,160 2,160

Ⅷ 行政サービス実施コスト 35,240,555

（ 控 除 ） 自 己 収 入 等

財 務 費 用

割 賦 利 息 収 入

無利子による融資取引の機会費用

雑 益

政府出資等の機会費用

機会費用

財 務 収 益

雑 損

一 般 管 理 費

行政サービス実施コスト計算書

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

業務費用

損益計算書上の費用



（１）有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物 ２～２４年

　　構築物 ８～１５年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　２．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

該当事項はありません。

（２）賞与引当金

役職員の賞与については、国庫補助金等により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在職する役職員について、当期末に
おける賞与支給見込額から前期末における賞与支給見込額を控除して計算しております。

（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

役職員の退職給付に備えるため、退職給付に関する会計基準、森林研究・整備機構役員退職手当規程及び森林研究・整
備機構職員退職手当支給規程に基づき、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。
　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生時から定額法により費
用処理を行っております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生翌
年度以降定額法により費用処理を行っております。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計基準第38に基づき計算
された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

　３．有価証券の評価基準及び評価方法

　４．債券発行差額の償却方法

　５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　６．消費税等の会計処理

　７．その他の重要な事項

　　収益・費用の計上基準

　割賦利息収入については、企業会計原則注解６（４）のただし書きにより、割賦金の回収期限の到来をもって売上収益
実現の日としております。

　８．重要な会計方針の変更

重要な会計方針

　１．減価償却の会計処理方法

　該当事項はありません。

　政府出資等の機会費用は、資本剰余金相当額を含めた政府出資等の純額に一定利率を乗じて計算しております。

　債券の発行差額は、償却原価法（定額法）により償却しております。

　該当事項はありません。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。



役職員の引当外賞与見積額

円

　資金期末残高 円

（２）重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品 円

（行政サービス実施コスト計算書関係）

（１）行政サービス実施コスト計算書における機会費用

②政府からの無利子による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

財政融資資金借入金の平成30年度借入金の平均利率を参考に0.04％で計算しております。

（２）引当外退職給付増加見積額のうち、△51,760,409円については、国及び地方公共団体からの出向職員に係

るものであります。

（金融商品の時価等の開示）

（１）金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用は短期に限定しております。

注記事項

（貸借対照表関係）

9,217,278円

（損益計算書関係）

（キャッシュ・フロー計算書関係）

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 3,807,489,720

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△1,503円であり、当該影響額を除いた当期総利益
　　は120,761,893円であります。

3,807,489,720

割賦売掛金については、国立研究開発法人森林研究・整備機構法附則第７条及び第11条に従って管理して
おります。なお、主な相手先は地方自治体及び受益者組合であり、過去に貸倒れた実績がないため、信用リ
スクは僅少であると考えております。

借入金及び森林研究・整備機構債券（以下「借入金等」という。）は、国立研究開発法人森林研究・整備
機構法第17条の償還計画に基づき管理しております。

849,705

①政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

平成31年４月５日付け事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定の取扱いについて（留
意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）および平成28年４月１日付け事務連絡
「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成27事業年度財務諸表における行政サービス
実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規
課公会計室）に基づき、０％で計算しております。

　借入金等の使途は事業投資資金（長期固定）であり、将来の金利動向によっては高い金利で借り換えざる
を得ないという金利の変動リスクに晒されています。
　当該リスクに対して、特定地域等整備経理においては、利益剰余金から積立てられた目的積立金（金利変
動準備積立金）の取崩しにより対応することによって、当期総損益ベースで収支均衡を図ることとしており
ます。また、林道経理については、平成20年度以降「幹線林道事業移行円滑化対策交付金」により事業資金
がまかなわれることとなったため、金利リスクからは解放されています。



（２）金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

（注1）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注2）金融商品の時価の算定方法に関する事項

①現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

②林道割賦売掛金、③特定地域整備割賦売掛金、④農用地整備割賦売掛金

これらの時価は、一定の期間毎に区分した債権毎に債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した

利率により割り引いた現在価値によっております。

⑤森林研究・整備機構債券（一年内償還予定森林研究・整備機構債券を含む）

当法人が発行した債券の時価は、市場価格によっております。

⑥長期借入金（短期借入金を含む）

これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

（退職給付引当金関係）

ａ．採用している退職給付制度の概要

ｂ．退職給付債務の期首残高と期末残高 （単位:円）

退職給付債務の期首残高

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額

退職給付の支払額

過去勤務費用の当期発生額

期末における退職給付債務

④農用地整備割賦売掛金 11,591,351,273     12,197,073,637 605,722,364 

⑥長期借入金
（短期借入金を含む）

(20,284,198,000) (21,198,615,432) (△ 914,417,432)

⑤森林研究・整備機構債券
（一年内償還予定森林研究

・整備機構債券を含む）
(1,599,976,000) (1,605,920,000) (△ 5,944,000)

1,721,916,256

8,620,012

11,081,979

1,168,753

△ 205,484,011

0

1,537,302,989

　確定給付型の制度として、役員について森林研究・整備機構役員退職手当規程、職員について森林研
究・整備機構職員退職手当支給規程による退職一時金制度を設けております。

区 分
当　期

（自 平成30年４月１日
  至 平成31年３月31日）

区　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

②林道割賦売掛金 10,513,152,154     11,228,785,507 715,633,353 

③特定地域整備割賦売掛金 1,465,002,227      

①現金及び預金 3,807,489,720      3,807,489,720 - 

1,547,106,814 82,104,587 



ｃ．退職給付債務に関する事項 （単位:円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ｄ）＝（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｅ）

（Ｄ）＋（Ｅ）

ｄ．退職給付費用に関する事項 （単位:円）

ｅ．退職給付債務等の計算に関する事項

①割引率（単一の加重平均割引率）

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③過去勤務債務の費用処理年数 12年

④数理計算上の差異の処理年数 12年

（リース取引）

オペレーティング・リース取引

貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 円

貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 円

（重要な債務負担行為）

（重要な後発事象）

区 分 当期末
（平成31年３月31日現在）

 退職給付債務 1,537,302,989

 未認識数理計算上の差異 31,548,341

 未認識過去勤務債務 △ 50,292,193

 貸借対照表計上額純額 1,556,046,841

 政府交付金の財源措置があるため引当てなかった額（△） △ 41,474,713

 退職給付引当金 1,514,572,128

区 分
当　期

（自 平成30年４月１日
  至 平成31年３月31日）

 勤務費用 8,620,012

 利息費用 11,081,979

 過去勤務債務の費用処理額 △ 8,116,479

 数理計算上の差異の費用処理額 6,705,952

 政府交付金の財源措置があるため引当金を繰入れなかった額（△） △ 2,619,335

 退職給付費用 15,672,129

　該当事項はありません。

0.80%

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生時から定額法により費用処理を行っております。）

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生翌年度以降定額法により費用処理を行っております。）

327,435

1,181,115

　該当事項はありません。
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